
 

 
議会運営委員会 協議事項     令和７.11.13（木）午 前 1 0 時 
                        

 
１ 第４回市議会定例会において早期議決を要する事項について 
 
 
 
 
２ 第４回市議会定例会の運営について 

（１）諸般の報告事項 
監報第14・15号 …２件 定期監査等、例月出納検査結果報告 

報 第 2 5 号 …１件 専決処分の報告（法第180条関係） 

 
 
（２）議決事件について 

  ア 市長提出事件  
自 第 132 号議案  予 算 11件 
 45件 条 例 5件 
至 第 176 号議案  その他 29件 

 
 
（３）討論について 
  通告書の提出期限 

   早期議決を要する議案……11月21日（金）正午 

   その他の議案    ……12月11日（木）正午 

 

 

（４）市政に対する質問について（９月22日の議運で内定） 
ア 質問者の数 

 
代表質問 一般質問 

自由民主党浜松 １人 ６人 
市民クラブ １人  １人 
公明党 ―  １人 
創造浜松・国民民主党浜松 １人  １人 
日本共産党浜松市議団   ―  １人 
浜松市政向上委員会 ―  １人 
市民サポート浜松 ―  １人 
   ３人  12人 
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イ 質問日別の人数 
 

代表質問 一般質問 
12 月４日（木） ３人  ― 
12 月５日（金） ―  ４人 
12 月８日（月） ―  ４人 
12 月９日（火） ―  ４人 
   ３人  12人 

ウ 質問通告期限 ……11月21日（金）正午 
 

エ 質問順序   
 代表質問 一般質問 

１ 
日 
目 

１ 自由民主党浜松  
２ 市民クラブ  
３ 創造浜松・国民民主党浜松  

２ 
日 
目 

 １ 公明党 
 ２ 市民クラブ 
 ３ 自由民主党浜松 
  ４ 自由民主党浜松 

３ 
日 
目 

 ５ 市民サポート浜松 

 ６ 自由民主党浜松 

 ７ 自由民主党浜松 

 ８ 創造浜松・国民民主党浜松 

４ 
日 
目 

 ９ 自由民主党浜松 

 10 自由民主党浜松 

 11 日本共産党浜松市議団 

 12 浜松市政向上委員会 

 
 
（５）会期について 

    自 11月 20日（木） 
               の 28日間 
    至 12月 17日（水） 
 

（６）会期中の日程表・議事日程・議事の順序及び議案付託件目表について（別紙） 

 
 
 
 
 
３ 追加予定議案について 
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４ 請願・意見書の提出について 

（１）安心して医療が受けられ、健康が守られるように国民健康保険料の改善を求める請願  

  （浜松・国民健康保険を良くする会 代表世話人 疋田朋広さん、堀内慶一さんほか提出） 

 

 

（２）すべての子どもたちにゆきとどいた教育を求める請願 

         （子どもと教育を考える浜松市民会議 代表者 小笠原里夏さんほか提出） 

 
 
（３）主食用米の需給安定と農業者所得対策の明確化を求める意見書 （自由民主党浜松提出） 
 

 

（４）介護保険制度の持続可能性確保と地域介護体制強化を求める意見書 

（自由民主党浜松提出） 
 

 

（５）スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の常勤化等を求める意見書 （市民クラブ提出） 

 

 
（６）自動車整備士不足解消を求める意見書               （市民クラブ提出） 

 

 

（７）学校給食施設の空調・衛生環境整備に係る財政支援を求める意見書   

（創造浜松・国民民主党浜松提出） 
 

 

（８）給食無償化に当たり、国による十分な予算措置を求める意見書 

 （日本共産党浜松市議団提出） 
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浜 財 財 第 1 7 号 

令和 7 年 11 月 13 日 

 

浜松市議会議長 髙林 修 様 

 

浜松市長 中野 祐介 

 

 

１１月市議会定例会における早期議決依頼について 

 

１１月市議会定例会に提出を予定している案件のうち下記の案件について、早期の

議決を賜りますよう、よろしくお取り計らい願います。 

 

記 

 

１ 早期議決依頼案件 

（１）浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例の

一部改正について 

（２）浜松市特別職の給与に関する条例の一部改正について 

（３）浜松市職員の給与に関する条例の一部改正について 

（４）浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

２ 早期審議・議決依頼の理由 

（１）浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例の

一部改正及び浜松市特別職の給与に関する条例の一部改正について 

 

浜松市特別職報酬等審議会の答申（令和７年１０月３０日）を踏まえ、議員報

酬、給料月額及び期末手当の改定を実施するため、条例の改正をお願いするもの

である。 

令和７年１２月支給の期末手当については、支給の基準となる同月１日までに

その根拠となる浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費

用弁償条例（昭和３１年浜松市条例第４７号）及び浜松市特別職の給与に関する

条例（昭和３１年浜松市条例第３７号）を改正し、施行することが必要となる。 
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（２） 浜松市職員の給与に関する条例の一部改正及び浜松市教育職員の給与に関する

条例の一部改正について 

 

人事委員会による職員の給与等に関する報告及び勧告（令和７年１０月２日）

を踏まえ、本年度の給与改定を実施するために、条例の改正をお願いするもので

ある。 

内容は、公民給与の較差の解消を図るため、給料月額、期末手当及び勤勉手当

等を改定するものである。 

   令和７年１２月支給の期末手当及び勤勉手当については、支給の基準となる同

月１日までにその根拠となる浜松市職員の給与に関する条例（昭和３１年浜松市

条例第３８号）及び浜松市教育職員の給与に関する条例（平成２９年浜松市条例

第３４号）を改正し、施行することが必要となる。 

 

   以上の理由から、早期の審議・議決をお願いするものである。 
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 日 程 表 （ 内定・追加 ） 

令和７年１１月定例会

議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室
1 第４回定例会の運営について
2 その他

全 員 協 議 会 午後1時30分 全 員 協 議 会 室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

14日 金

15日 (土)

16日 (日)

17日 月

18日 火

19日 水

本 会 議 午 前 10 時 議 場

1 諸般の報告
2 議案上程、説明、休憩（議案説明会）、
  質疑、委員会付託
3 その他

総 務 委 員 会 第 １ 委 員 会 室

市 民 文 教 委 員 会 第 ５ 委 員 会 室

※早期議決議案の討論通
告期限…正午

※質問通告期限…正午

22日 (土)

23日 (日) 〔勤労感謝の日〕

24日 (月) 〔振替休日〕

25日 火

26日 水

27日 木 議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室
1 本会議２日目の運営について
2 その他

全 員 協 議 会
午前 10時 30

分
全 員 協 議 会 室

1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

本 会 議 午 前 11 時 議 場
1 委員長報告・質疑・（討論）・採決
2 その他

29日 (土)

30日 (日)

12月1日 月

2日 火

3日 水 議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室

1 本会議３日目から６日目までの運営に
  ついて
2 意見書等の調整について
3 その他

全 員 協 議 会 午前9時30分 全 員 協 議 会 室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

本 会 議 午 前 10 時 議 場 代表質問

5日 金 本 会 議 午 前 10 時 議 場 一般質問

6日 (土)

7日 (日)

8日 月 本 会 議 午 前 10 時 議 場 一般質問

9日 火 本 会 議 午 前 10 時 議 場 一般質問

総 務 委 員 会 第 １ 委 員 会 室

厚 生 保 健 委 員 会 第 ２ 委 員 会 室

環 境 経 済 委 員 会 第 ３ 委 員 会 室

建 設 消 防 委 員 会 第 ４ 委 員 会 室

市 民 文 教 委 員 会 第 ５ 委 員 会 室

11日 木 ※討論通告期限…正午

月　日 備　　　考会議場所会　議　名

11月13日 木

○招集告示
○議案配付

会　議　の　内　容開議時刻

20日 木

曜
日

午前9時30分 付託議案審査

4日 木

10日 水

28日 金

付託議案審査（早期議決議案）本会議終了後

21日 金

自 １１月２０日（木）

至 １２月１７日（水）

会期 の２８日間
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月　日 備　　　考会議場所会　議　名 会　議　の　内　容開議時刻
曜
日

12日 金 地方創生特別委員会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室 各種報告事項等

13日 (土)

14日 (日)

15日 月

16日 火 議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室
1 定例会最終日の運営について
2 その他

全 員 協 議 会 午前9時30分 全 員 協 議 会 室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

本 会 議 午 前 10 時 議 場
1 委員長報告・質疑・（討論）・採決
2 その他

17日 水

(7)



 

 

議 事 日 程 （第１７号） 

令和７年１１月２０日（木）午前１０時開議 

 

第 １ 会議録署名議員指名 

第 ２ 会期の決定について 

第 ３ 第 132 号議案 令和７年度浜松市一般会計補正予算（第４号） 

第 ４ 第 133 号議案 令和７年度浜松市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

第 ５ 第 134 号議案 令和７年度浜松市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

第 ６ 第 135 号議案 令和７年度浜松市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

第 ７ 第 136 号議案 令和７年度浜松市と畜場・市場事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ８ 第 137 号議案 令和７年度浜松市中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ９ 第 138 号議案 令和７年度浜松市小型自動車競走事業特別会計補正予算（第２号） 

第１０ 第 139 号議案 令和７年度浜松市駐車場事業特別会計補正予算（第２号） 

第１１ 第 140 号議案 令和７年度浜松市病院事業会計補正予算（第２号） 

第１２ 第 141 号議案 令和７年度浜松市水道事業会計補正予算（第２号） 

第１３ 第 142 号議案 令和７年度浜松市下水道事業会計補正予算（第２号） 

第１４ 第 143 号議案 浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁
償条例の一部改正について 

第１５ 第 144 号議案 浜松市特別職の給与に関する条例の一部改正について 

第１６ 第 145 号議案 浜松市職員の給与に関する条例の一部改正について 

第１７ 第 146 号議案 浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

第１８ 第 147 号議案 浜松市教育職員の給与に関する条例等の一部改正について 

第１９ 第 148 号議案 緊急防災等工事計画について 

第２０ 第 149 号議案 当せん金付証票の発売について 

第２１ 第 150 号議案 浜松市斎場再整備事業に関する契約の一部変更について 

第２２ 第 151 号議案 浜松市立小中学校空調設備整備事業に関する契約の一部変更について 

第２３ 第 152 号議案 工事請負契約締結について（浜松市三組倉庫新築工事（建築工事）） 

第２４ 第 153 号議案 工事請負契約締結について（浜松市和地協働センター大規模改修工事
（建築工事）） 

第２５ 第 154 号議案 工事請負契約締結について（浜松市南陽協働センター・南陽図書館大規
模改修及び耐震補強工事(建築工事)） 

第２６ 第 155 号議案 工事請負契約の一部変更について（浜松市立西部中学校校舎改築工事
(外構整備工事)） 

第２７ 第 156 号議案 指定管理者の指定について（浜松市男女共同参画・文化芸術活動推進セ
ンター） 
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第２８ 第 157 号議案 指定管理者の指定について（浜松市茶室） 

第２９ 第 158 号議案 指定管理者の指定について（浜松市雄踏文化センター） 

第３０ 第 159 号議案 指定管理者の指定について（浜松市舞阪総合体育館、浜松市舞阪乙女園
グラウンド） 

第３１ 第 160 号議案 指定管理者の指定について（浜松市水窪総合体育館） 

第３２ 第 161 号議案 指定管理者の指定について（浜松市天竜Ｂ＆Ｇ海洋センター） 

第３３ 第 162 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立賀茂真淵記念館） 

第３４ 第 163 号議案 指定管理者の指定について（浜松市福祉交流センター） 

第３５ 第 164 号議案 指定管理者の指定について（浜松市浜北社会福祉会館ほか２施設） 

第３６ 第 165 号議案 指定管理者の指定について（浜松市ふれあい交流センターいたや、浜松
市ふれあい交流センター萩原） 

第３７ 第 166 号議案 指定管理者の指定について（浜松市ふれあい交流センター湖東ほか２施
設） 

第３８ 第 167 号議案 指定管理者の指定について（浜松市ふれあい交流センター青龍ほか２施
設） 

第３９ 第 168 号議案 指定管理者の指定について（浜松医療センター） 

第４０ 第 169 号議案 指定管理者の指定について（浜松市総合産業展示館） 

第４１ 第 170 号議案 指定管理者の指定について（浜松市観光バス公共駐車場） 

第４２ 第 171 号議案 指定管理者の指定について（四ツ池公園運動施設） 

第４３ 第 172 号議案 指定管理者の指定について（安間川公園ほか２施設） 

第４４ 第 173 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立積志図書館） 

第４５ 第 174 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立北図書館、浜松市立都田図書館） 

第４６ 第 175 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立浜北図書館） 

第４７ 第 176 号議案 浜松市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について 
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議 事 の 順 序 （第１日） 

令和７年１１月２０日（木）午前１０時開会 

 

１ 開 会 の 宣 告 

２ 開 議 の 宣 告 

              監報第14・15号 定期監査等、例月出納検査結果報告 

３ 諸 般 の 報 告…… 

              報 第 2 5 号 専決処分の報告（法第180条関係） 

４ 会議録署名議員指名 

５ 会 期 の 決 定 

              自 日程第 ３ 第 132 号議案 

６ 議 案 上 程……                 45件 

              至 日程第４７ 第 176 号議案 

（１）説 明 

    （休   憩）  議案説明会開催 

（２）質 疑 

（３）委 員 会 付 託 

７ 休 会 の 決 定 

８ 散 会 の 宣 告 
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令和７年第４回浜松市議会定例会議案付託件目表 

 

総務委員会 

第  132 号議案 令和７年度浜松市一般会計補正予算（第４号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第１項 

 第２項中 

 歳入予算中 

           第22款 繰入金 

           第23款 繰越金 

          歳出予算中 

           第１款 議会費 

           第２款 総務費中 

            第１項 総務管理費中 

             第１目 秘書管理費 

             第２目 人事管理費 

             第３目 職員厚生管理費 

             第４目 広聴広報費 

             第５目 文書行政費 

             第６目 財政管理費 

             第７目 会計管理費 

             第８目 アセットマネジメント推進費 

             第９目 調達費 

             第10目 企画費 

             第11目 政策法務費 

             第12目 国際化推進費 

             第14目 情報システム費 

             第15目 東京事務所費 

             第22目 デジタル・スマートシティ推進費 

             第23目 ウエルネス推進費 

            第８項 徴税費 

            第10項 選挙費 

            第12項 人事委員会費 

            第13項 監査委員費 

           第８款 土木費中 

            第１項 土木管理費中 

             第１目 技術監理費 

             第３目 公共建築費 

           第９款 消防費中 

   第４項 災害対策費 

第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

議会公用車運転管理業務委託費 

市議会だより発行事業費 

広報はままつ発行事業費 

ラジオ番組・ＣＭ制作及び放送事業費 
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ケーブルテレビ市政情報番組制作業務委託費 

文書送達業務委託費 

電子計算端末機器等維持運用業務委託費 

行政情報系ネットワーク機器等リース料 

税務システム改修手数料 

津波避難タワー日除け対策工事設計業務委託費 

第４条（地方債の補正） 

 

第 143 号議案 浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例の一

部改正について 

 

第 144 号議案 浜松市特別職の給与に関する条例の一部改正について 

 

第 145 号議案 浜松市職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

第 149 号議案 当せん金付証票の発売について 

 

第 152 号議案 工事請負契約締結について（浜松市三組倉庫新築工事（建築工事）） 

 

第 153 号議案 工事請負契約締結について（浜松市和地協働センター大規模改修工事（建築工事）） 

 

第 154 号議案 工事請負契約締結について（浜松市南陽協働センター・南陽図書館大規模改修及

び耐震補強工事（建築工事）） 
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厚生保健委員会 

第  132 号議案 令和７年度浜松市一般会計補正予算（第４号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

           第18款 国庫支出金中 

            第３項 委託金 

           第19款 県支出金 

           第21款 寄附金 

歳出予算中 

           第３款 民生費 

           第４款 衛生費中 

            第１項 保健衛生費 

            第２項 保健所費 

           第10款 教育費中 

   第５項 幼稚園費 

第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

国民年金システム改修手数料 

はままつ子育てガイド発行業務委託費 

児童福祉システム児童手当等情報入力等業務委託費 

市立保育所等医療的ケア児支援業務委託費 

社会福祉法人等利用者負担軽減確認証等作成及び封入封緘業務委託費 

保健所空調等設備運転監視・点検保守及び清掃業務委託費 

市立幼稚園遊戯室空調設備設置事業費 

 

第 133 号議案 令和７年度浜松市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

第 134 号議案 令和７年度浜松市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

第 135 号議案 令和７年度浜松市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 

第 140 号議案 令和７年度浜松市病院事業会計補正予算（第２号） 

 

第 163 号議案 指定管理者の指定について（浜松市福祉交流センター） 

 

第 164 号議案 指定管理者の指定について（浜松市浜北社会福祉会館ほか２施設） 

 

第 165 号議案 指定管理者の指定について（浜松市ふれあい交流センターいたや、浜松市ふれあ

い交流センター萩原） 

 

第 166 号議案 指定管理者の指定について（浜松市ふれあい交流センター湖東ほか２施設） 

 

第 167 号議案 指定管理者の指定について（浜松市ふれあい交流センター青龍ほか２施設） 

 

第 168 号議案 指定管理者の指定について（浜松医療センター） 
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環境経済委員会 

第  132 号議案 令和７年度浜松市一般会計補正予算（第４号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳出予算中 

           第４款 衛生費中 

            第３項 清掃費 

            第４項 環境費 

            第６項 と畜場・市場費 

           第５款 労働費 

           第６款 農林水産業費 

           第７款 商工費 

第２条（繰越明許費）中 

第６款 農林水産業費 

第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

西部衛生工場運転管理業務委託費 

みどりのリサイクル資源化業務委託費 

平和最終処分場自己搬入ごみ受取業務委託費 

平和清掃事業所ごみ収集運搬車両購入経費 

平和最終処分場埋立地運営維持管理業務委託費 

引佐最終処分場法面地すべり調査設計業務委託費 

浜北環境センター浸出水処理施設運転管理業務委託費 

ウォーターサーバーリース料 

市有施設ＬＥＤ照明導入工事費 

外国人留学生就職支援業務委託費 

スタートアップ成長支援業務委託費 

次世代スタートアップ育成業務委託費 

首都圏ビジネス情報センター誘致活動サポート業務委託費 

阿蔵山産業用地整備工事費 

デジタルプロモーション業務委託費 

ＳＮＳ発信業務委託費 

インフルエンサー活用型魅力発信業務委託費 

 

第 136 号議案 令和７年度浜松市と畜場・市場事業特別会計補正予算（第１号） 

 

第 137 号議案 令和７年度浜松市中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号） 

 

第 138 号議案 令和７年度浜松市小型自動車競走事業特別会計補正予算（第２号） 

 

第 148 号議案 緊急防災等工事計画について 

 

第 169 号議案 指定管理者の指定について（浜松市総合産業展示館） 

 

第 170 号議案 指定管理者の指定について（浜松市観光バス公共駐車場） 
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建設消防委員会 

第  132 号議案 令和７年度浜松市一般会計補正予算（第４号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

          第18款 国庫支出金中 

           第２項 国庫補助金 

          第25款 市債中 

           第１項 市債中 

            第７目 土木債 

 歳出予算中 

           第８款 土木費中 

            第１項 土木管理費中 

             第２目 建築行政費 

            第２項 道路橋りよう費 

            第３項 河川費 

            第５項 都市計画費 

            第６項 住宅費 

           第９款 消防費中 

            第１項 常備消防費 

第２条（繰越明許費）中 

第８款 土木費 

第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

交通安全施設等整備・修繕工事費 （国交付金事業） 

交通安全施設修繕業務委託費 

交通安全施設等整備・修繕事業費 （単独事業） 

道路新設改良事業費 （国交付金事業） 

道路新設改良事業費 （単独事業） 

国道１５２号（浜北・天竜バイパス）整備工事費 

国道１５２号（池島・大原区間）改良工事費 

街路樹管理等業務委託費 

市道天竜仲町山王線嘯月橋橋りょう修繕事業費 

舗装長寿命化修繕事業費 

舗装維持修繕工事費 （単独事業） 

道路擁壁修繕工事費 （単独事業） 

道路・河川排水路維持修繕業務委託費 

暗渠排水路修繕工事費 （単独事業） 

国道１５２号西川隧道非常警報設備更新工事費 

道路防災事業費 （単独事業） 

橋りょう耐震補強事業費 

浜松駅周辺自転車等駐車場再整備工事費 

道路構造物点検データ入力業務委託費 

ポンプ場運転管理業務委託費 

河川改良業務委託費 （単独事業） 

地域バス運行業務委託費 (令和７年度設定分) 

(15)



 

 

 

自主運行バス業務委託費 (令和７年度設定分) 

動物園給排水設備改修事業費 （令和７年度設定分） 

市営住宅中田島団地空家改修工事費 

消防ヘリコプター定期耐空証明検査費 

高所監視機器等リース料 

 

第 139 号議案 令和７年度浜松市駐車場事業特別会計補正予算（第２号） 

 

第 141 号議案 令和７年度浜松市水道事業会計補正予算（第２号） 

 

第 142 号議案 令和７年度浜松市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

第 172 号議案 指定管理者の指定について（安間川公園ほか２施設） 
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市民文教委員会 

第  132 号議案 令和７年度浜松市一般会計補正予算（第４号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

歳入予算中 

           第18款 国庫支出金中 

            第１項 国庫負担金 

           第25款 市債中 

            第１項 市債中 

             第９目 教育債 

          歳出予算中 

           第２款 総務費中 

            第１項 総務管理費中 

             第13目 ＵＤ・男女共同参画費 

             第16目 市民協働推進費 

             第17目 中山間地域振興費 

             第18目 市民生活費 

            第２項 中央区役所費 

            第３項 浜名区役所費 

            第４項 天竜区役所費 

            第５項 文化振興費 

            第６項 スポーツ振興費 

            第７項 生涯学習費 

           第10款 教育費中 

            第１項 教育総務費 

            第２項 小学校費 

            第３項 中学校費 

            第４項 高等学校費 

            第７項 保健体育費 

         第２条（繰越明許費）中 

 第２款 総務費 

 第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

男女共同参画推進講座開催・相談等業務委託費 

浜松山里いきいき応援隊活動事業費 

行政センター警備・清掃・施設管理業務委託費 （南行政センター） 

市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金 （中央区） 

市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金 （浜名区） 

市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金 （天竜区） 

ローカルコープ構想推進事業費 

浜松アリーナ指定管理運営費 

浜松球場空調設備等改修工事費 

浜北総合体育館空調設備等改修工事費 

美術館特別展開催事業費 

美術館企画展開催事業費 

教育関係施設等文書等連絡業務委託費 
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市道雄踏西ケ崎パーク線整備工事費 （令和７年度設定分） 

学校ネットパトロール等業務委託費 

外国人子供教育支援推進業務委託費 

通園・通学バス等運行業務委託費 

不登校デジタル支援運営業務委託費 

給食用ＬＰガス購入経費 

給食配膳室熱中症対策用スポットクーラー購入経費 

小中学校受変電設備更新設計業務委託費 

小中学校管理諸室等空調設備更新工事費 

引佐南部中学校高架水槽改修事業費 

第３期浜北学校給食センター蒸気配管改修事業費 

天竜学校給食センター空調設備更新工事費 

学校給食費等徴収管理システム運用支援業務委託費 

第２項 

 

第 146 号議案 浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

第 147 号議案 浜松市教育職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

第 150 号議案 浜松市斎場再整備事業に関する契約の一部変更について 

 

第 151 号議案 浜松市立小中学校空調設備整備事業に関する契約の一部変更について 

 

第 155 号議案 工事請負契約の一部変更について（浜松市立西部中学校校舎改築工事（外構整備

工事）） 

 

第 156 号議案 指定管理者の指定について（浜松市男女共同参画・文化芸術活動推進センター） 

 

第 157 号議案 指定管理者の指定について（浜松市茶室） 

 

第 158 号議案 指定管理者の指定について（浜松市雄踏文化センター） 

 

第 159 号議案 指定管理者の指定について（浜松市舞阪総合体育館、浜松市舞阪乙女園グラウ

ンド） 

 

第 160 号議案 指定管理者の指定について（浜松市水窪総合体育館） 

 

第 161 号議案 指定管理者の指定について（浜松市天竜Ｂ＆Ｇ海洋センター） 

 

第 162 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立賀茂真淵記念館） 

 

第 171 号議案 指定管理者の指定について（四ツ池公園運動施設） 

 

第 173 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立積志図書館） 

 

第 174 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立北図書館、浜松市立都田図書館） 
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第 175 号議案 指定管理者の指定について（浜松市立浜北図書館） 

 

第 176 号議案 浜松市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について 

(19)



(20)



(21)



自由民主党浜松提出 

 

主食用米の需給安定と農業者所得対策の明確化を求める意見書（案） 

 

主食用米の需給緩和の懸念が強まっている。政府は本年６月、米不足による価

格高騰を受けて「増産への転換」を打ち出し、８月にもその方針を再確認した。

その結果、2025年産は前年比10％増の748万トンに達する見込みとなった。とこ

ろが、10月に農林水産省は2026年産の適正生産量を711万トンに設定し、2025年

産の748万トンから大幅に下げた。政府自らが「増産」と「抑制」を短期間で繰

り返す形となり、現場に混乱を与えている。実際、2027年６月末の民間在庫量は

最大245万トンに達する見通しで、需給安定の目安とされる180万から200万トン

を大きく上回り、過去最多水準となる。需給緩和と米価下落の懸念は、2015年の

米価低迷時を想起させる深刻な状況である。 

特に問題となるのは、増産に伴う米価下落時の農業者所得対策が依然として

明示されていない点である。主食用米は国民生活に直結する基幹作物であり、価

格の大きな変動は農業経営の持続性を脅かすとともに、地域経済や食料安全保

障にも深刻な影響を及ぼす。 

さらに、安易な主食用米の増産は、加工用米・飼料用米・麦・大豆など他作物

の作付けにも影響を及ぼし、多様な作物体系の維持を困難にするおそれがある。

需給と価格の安定を最優先とした政策運営が不可欠である。 

加えて、国内需給の安定と併せて、海外市場への販路拡大も重要である。特に

個人農家や小規模事業者による輸出を後押しする仕組みを整えることで、国際

的な需要を取り込み、農業経営の安定化につなげることが求められる。 

よって、国においては、以下の事項に取り組むよう、強く要望する。 

記 

 
１ 需給の安定化と情報発信 

主食用米の需給見通しや在庫状況を正確かつ分かりやすく迅速に発信し、

「需要に応じた生産」の原則を堅持して過剰生産や混乱を防ぐこと。 

２ 農業者所得と多様な作物体系の確保 

米価下落時に農業者の所得を確実に下支えする仕組みを明示するととも

に、加工用米・飼料用米・麦・大豆など多様な作物体系を維持できるよう総

合的な支援策を講じること。 

３ 輸出促進と販路拡大 

個人農家や小規模事業者による米輸出を後押しするため、制度整備・物流

支援・販路開拓を一体的に推進すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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自由民主党浜松提出 

 

介護保険制度の持続可能性確保と地域介護体制強化を求める意見書（案） 

 

介護保険制度は、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるための基

盤であり、本市を含む全国の自治体において、その重要性は一層高まっている。 

しかし、急速な高齢化に伴う要介護認定者の増加、介護人材の不足、事業所の

休止・廃止、介護給付費の増大など、制度の持続可能性を揺るがす課題が顕在化

している。 

厚生労働省の令和６年度「介護報酬改定の効果検証及び調査研究」では、介護

人材の確保が極めて困難であることや事業所の休止・廃止が増加している実態

が示されており、制度の持続可能性を著しく損なうことが懸念されている。加え

て、2024年に報道機関が東海４県の自治体を対象に実施した調査では、半数以上

が人材確保の困難さを訴え、中山間地域ではサービス空白地の拡大が報じられ

ている。 

本市では、第９期介護保険事業計画に基づき、2023年度末時点で約51億8000万

円の介護給付費準備基金のうち、30億円を2024年度から2026年度に取り崩すこ

とで、保険料の上昇を一時的に抑制している。しかし、これは短期的措置に過ぎ

ず、2040年まで続くとされる人材不足や財政逼迫への対応には限界がある。 

よって、国においては、下記の事項について措置するよう強く要望する。 

 

記 

 
１ 財政基盤の強化と制度安定化 

介護保険制度の持続可能性を確保するため、国庫負担割合を引き上げると

ともに、介護給付費財政安定化基金を拡充し、交付・貸付条件を緩和して、

市町村基金と併用できる仕組みを整備すること。 

２ 介護人材と事業所の確保・維持 

処遇改善加算のさらなる拡充に加え、地域特性に応じた人材確保支援（奨

学金・家賃補助等）を講じるとともに、小規模事業所の経営支援や廃業防止

策等の制度整備を推進すること。 

３ ＩＣＴ・介護ロボット導入と地域包括ケアの推進 

ＩＣＴ・介護ロボットの導入支援を一層強化するとともに、地域の実情に

即した包括ケアのモデルを開発・普及し、持続可能な介護提供体制を構築す

ること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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市民クラブ提出 

 

スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の常勤化等を求める意見書（案） 

 

学校現場では、不登校、いじめ、貧困、家庭内での問題など、児童生徒の多様で複

雑な問題への対応が求められている。その背景には、核家族化や共働き家庭の増加に

よる家庭での子育て環境の変化、地域社会とのつながりの希薄化、子供を地域全体で

見守る力の低下など、実に様々な点が指摘されている。 

 このような中、本市における令和６年度の市立小中学校のいじめ認知件数は５年前

に比べ約６倍に増加、不登校児童生徒数も５年前に比べ約２倍と増え続けている。 

 一方、市内学校現場における教員の時間外在校等時間は 「公立学校の教師の勤務時

間の上限に関するガイドライン」の上限である年 360 時間を超える割合が、小学校で

57.2％、中学校で 70.6％と、多くの課題対応に追われている現状がある。 

 こうした状況の中、ＳＳＷは子供たちが安心して学び、成長できる学校環境を整え

るために、学校 ・家庭 ・地域と連携を図りながら支援を行い、学校現場における福祉

専門職として、様々な問題を抱える子供や、その家族を支える重要な役割を担ってい

るが、本市のＳＳＷの 20 人全てが会計年度任用職員であり、また勤続年数も２年以

内の職員が半数を占めている状況は、国のＳＳＷの配置に関する基準に課題があり、

またＳＳＷとしての専門知識の習得についての支援策が脆弱であることも一因であ

る。 

 よって、国においては、不登校児童生徒の支援やいじめへの対応をより強化するた

め、以下について取り組むよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 社会福祉士、精神保健福祉士等の資格を保有した常勤のＳＳＷを、国庫負担金の

対象として配置すること。 

２ ＳＳＷは専門的知識や経験を有することが重要であることから、養成に向けた支

援を行うこと。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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市民クラブ提出 

 

自動車整備士不足解消を求める意見書（案） 

 

自動車産業を支える自動車整備士の人材不足が深刻化しており、報道によると、現

在の有効求人倍率は５倍を超える状況となっている。 

これは単に自動車整備業界の問題にとどまらず、整備士不足により車検が受けられ

なくなれば、自動車に移動を依存する地方生活者や、交通インフラの維持に支障を来

たす。このことから、自動車整備士の確保や育成は喫緊の課題である。 

 現在、自動車整備業界は高齢化と若年層の減少に伴う平均年齢の上昇が続き、事業

承継が困難となり、2024 年度には休業 ・廃業や解散 ・倒産件数が全国で 445 件と過去

最多を更新し、特に地方においてはその傾向が顕著になっている。その理由として、

自動車整備士の労働環境や処遇の厳しさが挙げられており、他業種との比較上、魅力

に欠ける点が指摘されている。 

また、自動車整備士には、増加するＥＶ（電気自動車）、ＨＶ（ハイブリッド車）及

び自動運転技術など新技術への対応が求められ、必要なスキルや資格の取得負担が増

しても、整備技能の高度化に対する賃金への反映が十分ではなく、加えて事業者にと

っても新技術への設備投資と同時に、自動車整備士への教育に対するコストの増大が

大きな負担となるなど、自動車整備業界への支援は中小事業者を中心に必要不可欠な

状況である。 

この状況に対し、国土交通省は、課題解決に向けて整備事業規制の緩和をするとし

ているが、雇用に直結する見直しとなっていない現状がある。 

 よって、国においては、自動車整備業界が今後も持続可能となるよう、自動車整備

士不足の解消に向け、以下について早急な対応を強く要望する。 

 

記 

 

１ 自動車整備士の賃金水準向上を促す助成制度や税制優遇措置を講ずること。 

２ 特に中小の自動車整備事業者へは、雇用助成金などの人材確保支援を講ずること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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創造浜松・国民民主党浜松提出 

 

学校給食施設の空調・衛生環境整備に係る財政支援を求める意見書（案） 

 

学校給食は児童・生徒の健全な心身の発達を図る上で欠くことのできない教

育活動の一環であり、学校給食法第９条第２項において、学校給食を実施する義

務教育諸学校の設置者が自らの責任において、給食施設の適切な衛生管理に努

めることとなっている。 

近年の気候変動に伴う夏季の高温環境の恒常化により、給食施設では食品衛

生上の観点や調理従事者の熱中症リスクなどの課題が深刻化している中、徐々

に空調設備の整備が進み、昨年、文部科学省が公表した全国の公立学校施設の給

食調理場の空調設備の設置状況は、共同調理場で91.4％となっている。 

単独調理場の調理室についても83.6％と、2020年調査時より約17％増加して

いるものの、作業区域ごとに見ると、下処理・洗浄室等は55.8％と、６割に届か

ない状況が続いており、衛生管理の面から早急な改善が必要である。また、空調

設置率が100％の自治体がある一方で、50％に満たない自治体があるなど、自治

体によってばらつきがあるのが実態で、本市でも空調未整備の配膳室が386室あ

り、101校が学校給食衛生管理基準を満たしていない状況である。 

こうした状況を早急に改善しなければならないが、自治体の財政状況に加え、

特に単独調理場は校舎と併設されている形態が大半で、校舎全体の老朽化対策

として建て替え等の計画に組み込まれるため、調理室単独での環境改善が進ま

ない状況となっている。 

よって、国においては、児童・生徒の食の安全と調理従事者の健康を守る観

点から、地方自治体が行う空調設備の設置等、調理場の衛生環境整備を促進する

ため、下記の措置を講ずるよう強く要望する。 

 

記 

 
１ 学校給食施設における空調設備の整備及び更新に要する経費について補助

制度を拡充するほか、学校給食衛生管理基準の遵守に向けた施設改修・更新等

に関し、国が主体的に実効性のある支援策を講じること。 
２ 調理従事者の安全確保及び労働環境改善を図るため、関係省庁が連携し、給

食施設の労働環境基準の明確化を図ること。 
 
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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日本共産党浜松市議団提出 

 

給食無償化に当たり、国による十分な予算措置を求める意見書（案） 

 

政府は、令和５年６月13日に「こども未来戦略方針」を閣議決定し、子育ての

経済的・精神的負担感や子育て世帯の不公平感を解消するため、学校給食の無償

化の実現に向けて実態調査を行い、給食無償化に関する課題を整理し、実施に向

け検討を重ねてきた。 

そして、本年２月17日の衆議院予算委員会において、まずは小学校の給食無償

化を念頭に、令和８年度以降、できる限り早期の制度化を目指したいとの意向を

示した。 

全国一律の給食無償化は、自治体においては限られた予算内で給食費を賄う

必要が生じている。地産地消を進め、有機農産物の活用により質の高い給食の提

供をしたくても、物価高騰や米の供給不足等により給食の質や量が低下しかね

ず、自治体ごとに格差が生じるおそれがある。 

また、アレルギー等の疾患により弁当対応をしている子供や、長期欠席を余儀

なくしている子供、さらに、フリースクール等で学んでいる子供等、給食を食べ

られる状況にない児童生徒にも無償化の恩恵が及ぶことが求められる。 

よって、国による給食無償化の実施に当たり、すべての児童生徒の健やかな成

長を促す上において、給食の質・量の担保を可能とする十分な予算措置を講じる

とともに、自治体間で格差が生じないよう、下記の事項について、特段の取組を

強く求める。 

 

記 

 
１ 学校給食の無償化に当たって、地方自治体間で格差が生じないよう地方交

付税措置ではなく、国の責任において全額国庫負担による財政措置を講ずる

こと。 

２ 地産地消の推進や食育の充実、有機農産物の活用など質の高い給食の提供

を推進すること。 

３ 長期欠席児童生徒や、私立学校やフリースクール等で学ぶ子供たちに加え

て、重度のアレルギーや代謝性疾患のために弁当対応している子供たちにも

給食無償化の恩恵が及ぶよう、柔軟かつ実効性のある支援制度を整備するこ

と。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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